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〇 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱（平成30年３月30日付け29林政政第893号農林水産事務次官依命通

知）一部改正新旧対照表  

   （下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

（対策の内容） 

第３ （略） 

 ２ 本対策は、次に掲げる対策により構成されるものとする。 

（１）林業・木材産業循環成長対策 

（削る。） 

（削る。） 

 （２）林業デジタル・イノベーション総合対策 

   ① （略） 

   ② ＩＣＴ活用ソフト等導入推進事業 

   ③ （略） 

（３）建築用木材供給・利用強化対策 

    ①・② (略) 

    ③ 建築用木材供給・利用人材確保対策事業 

  （４）・（５）（略） 

 （削る。） 

 

 （６）森林の集約化モデル地域実証事業 

  （７）林業・木材産業金融対策 

① （略） 

② 林業信用保証事業 

ア～ウ （略） 

（削る。） 

 （削る。） 

 

 

 

 （８）森林・山村地域活性化振興対策 

   ① 里山林活性化による多面的機能発揮対策交付金 

（対策の内容） 

第３ （略） 

 ２ 本対策は、次に掲げる対策により構成されるものとする。 

（１）林業・木材産業循環成長対策 

① 林業・木材産業生産基盤強化対策 

② 再造林低コスト化促進対策 

 （２）林業デジタル・イノベーション総合対策 

   ① （略） 

   ② 森林資源デジタル管理推進対策 

   ③ （略） 

（３）建築用木材供給・利用強化対策 

    ①・② (略) 

    （新設） 

  （４）・（５）（略） 

 （６）「新しい林業」に向けた林業経営育成対策 

   ① 経営モデル実証事業 

 （新設） 

  （７）林業・木材産業金融対策 

① （略） 

② 林業信用保証事業 

ア～ウ （略） 

エ 経営改善発達支援事業 

 （８）森林・山村地域振興対策 

   ① 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 

   ② 森林・山村多面的機能発揮対策推進交付金 

   ③ 国民参加の植樹等の推進 

 （新設） 
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 （９）花粉の少ない森林への転換促進対策 

   ① 効果的な花粉発生源対策の実施に向けた普及及び調査 

   ② 細胞増殖による苗木大量増産技術の開発 

   ③ （略） 

 

 ３ （略） 
４ 第３第２項（１）の事業（優良種苗生産推進対策及び森林総合利用
対策を除く。）については、林野庁長官が別に定めるところにより、
災害等緊急に対応するための事業を実施することができるものとし、
事業に要する交付対象経費の区分及びこれに対する交付率は、林野庁
長官が別に定めるところによる。 

 
第９ 民間団体等は、補助事業等の一部を第三者に委託する場合は、大臣

等にあらかじめ届け出なければならない。ただし、別表１の区分の欄
に掲げるⅤ及びⅥの事業において委託する場合は、委託後、遅滞なく
届け出ることをもって足りる。 

 ２・３ （略） 
 
 
 

別表１ 

 

区    分 経     費 

 

 

事業 

実施主体 

補助率等 重要な変更 
事業遂行状況報

告書 

 

国 

 

補助 

事業者

等 

経費の

配分 

の変更 

事業 

内容の

変更 

 

作成 

時点 

 

提出 

期限 

Ⅰ 林業・木材産業循環 

成長対策 

１・２（略） 

（略） （略） （略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） （略） 

３ 優良種苗生産推進 

対策 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）・（２）（略） 

 

（略） （略） （略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） （略） 

（３）花粉の少ない苗 

木の円滑な生産支 

援 

 

花粉の少ない苗木

の円滑な生産を図る

ため、種穂の増産を

実施する採種園・採

穂園の造成、改良、

機能向上等に要する

経費 

本経費の取扱いに

ついては、林業関係

交付要綱による。 

都 道 府

県、都道

府県知事

が事業実

施主体と

して認め

る 市 町

村、地方

独立行政

法人、認

林 業

関 係 交

付 要 綱

に よ

る。 

 

同左 同左 同左 同左 

 

同左 

 （９）花粉の少ない森林への転換促進対策 

   ① 効果的な花粉発生源対策の実施に向けた普及及び調査 

    

② （略） 

 

 ３ （略） 
４ 第３第２項（１）の事業（再造林低コスト化促進対策のうち優良種
苗生産推進対策を除く。）については、林野庁長官が別に定めるとこ
ろにより、災害等緊急に対応するための事業を実施することができる
ものとし、事業に要する交付対象経費の区分及びこれに対する交付率
は、林野庁長官が別に定めるところによる。 

 
第９ 民間団体等は、補助事業等の一部を第三者に委託する場合は、大臣

等にあらかじめ届け出なければならない。ただし、別表１の区分の欄
に掲げるⅤの事業において委託する場合は、委託後、遅滞なく届け出
ることをもって足りる。 

 ２・３ （略） 
 
 
 
別表１ 

 

区    分 経     費 

 

 

事業 

実施主体 

補助率等 重要な変更 
事業遂行状況報告

書 

 

国 

 

補助 

事業者

等 

経費の

配分 

の変更 

事業 

内容の

変更 

 

作成 

時点 

 

提出 

期限 

Ⅰ 林業・木材産業循環 

成長対策 

１・２（略） 

（略） （略） （略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） （略） 

３ 優良種苗生産推進 

対策 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）・（２）（略） 

 

（略） （略） （略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） （略） 

（３）花粉の少ない苗 

木の円滑な生産支 

援 

 

花粉の少ない苗木

の円滑な生産支援に

必要な次の経費 

１ ヒノキ花粉症対

策品種のミニチュ

ア採種園の管理技

術に係る調査及び

指導に要する経費 

２ 報告書作成に要 

する経費 

民間団体

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

定額 

 

 

－ 

 

 

 

経 費 の

欄 の １

及 び ２

に 掲 げ

る そ れ

ぞ れ の

経 費 の

間の30%

を 超 え

る増減 

経 費 の

欄 の １

及 び ２

に 掲 げ

る 経 費

の 新 設

又 は 廃

止 

 

 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の 12

月 31 日

現在 

 

 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 
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 定特定増

殖 事 業

者、事業

協 同 組

合、事業

協同組合

連合会、

農業協同

組合、農

業協同組

合 連 合

会、森林

組合、農

事組合法

人等 

 

 （４）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 ４ 森林総合利用対策 

（森林活（もりか 

つ）プロジェクト） 

（１）国民参加の緑 

化運動の推進事 

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）森林づくり資 

金等導入応援プ 

ロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

全国規模の緑化運

動の促進を行うのに

要する次の経費 

１ 全国植樹祭、全

国育樹祭、みどり

の感謝祭等の全国

規模の緑化行事の

開催に係る経費 

２ 全国規模の緑化

行事を効果的に行

うための関連イベ

ント等の実施に係

る経費 

 

以下の取組に要す

る経費 

１ 企業と森林をつ

なぐ手法の整理・

普及に係る経費 

２ 企業と森林をつ

なぐ先導的な人材

を育成する取組等

に係る経費 

 

 

 

民 間 団

体等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民 間 団

体等 

 

 

 

定額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定額 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

 

 

 

 

 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間の

30％を

超える

増減 

 

 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

 

 

 

 

 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

 

 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の1月

31日ま

で 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の1月

31日ま

で 

Ⅱ 林業デジタル・イノ

ベーション総合対策 

１ 戦略的技術開発・  

 実証事業 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

Ⅱ 林業デジタル・イノ 

ベーション総合対策 

１ 戦略的技術開発・ 

 実証事業 
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（１）林業機械・新技 

術の開発・実証 

伐倒・集材等の素

材生産や造林作業の

自動化・遠隔操作化

等に向けた林業機械

の開発・実証、事業

規模での実証・改良

に要する次の経費 

 

 

 

 

 

 

１ 開発・実証に係

る事業経費 

（１）林業機械・新

技術の開発・実証

に係る経費 

 

（２）・（３）（略） 

２ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（２）ソフトウェア等 

の開発・実証 

森 林 作 業 の 安 全

性・生産性向上に資

するソフトウェア・

機器の開発・実証に

要する次の経費 

 

 

 

 

１・２（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（１）機械・新技術の 

開発・実証 

伐倒・集材・運材

や造林作業の自動

化・遠隔操作化等に

向けた林業機械の開

発・実証、森林内で

の利用可能性のある

新たな通信技術の実

証、保安基準へ適合

させるための林業機

械の改良、高出力の

ホイール型林業機械

の開発・改良に要す

る次の経費 

１ 開発・実証に係

る事業経費 

（１）機械・新技術

の開発・実証

に 係 る 経  

費 

（２）・（３）（略） 

２ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（２）ソフトウェア等 

の開発・実証 

林業機械の自動

化・遠隔操作化をサ

ポートするソフトウ

ェアやシステムの開

発・実証、森林作業

の安全性・生産性向

上に資するソフトウ

ェアの開発・実証に

要する次の経費 

１・２（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 
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（３）通信技術の開 

発・実証 

森林内の通信環境

の確保に向けた通信

技 術 ・ 機 器 等 の 開

発・実証に要する次

の経費 

１ 開発・実証に係

る事業経費 

（１）通信技術の開 

発・実証に係る 

経費 

（２）試作品等の製 

造、性能評価、 

実証試験に係る 

経費 

（３）各種調査に係 

る経費 

２ 開発・実証に係 

る事務関連経費 

（１）検討委員会の 

設置・開催に係 

る経費 

（２）普及啓発・成 

果発表に係る経 

費 

（３）事業報告書の 

作成に係る経費 

民 間 団

体等 

定額 － 経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間の

30％を

超える

増減 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

（４）木質系新素材の 

開発・実証 

改質リグニンを導

入した、リサイクル

可能な材料や製品の

軽量化・長寿命化等

に 資 す る 材 料 の 開

発・実証、改質リグ

ニン製造の副産物の

利用技術の開発・実

証に要する次の経費 

 

 

 

 

１・２（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（３）木質系新素材の 

  開発・実証 

化石資源由来プラ

スチックの代替や温

室効果ガス排出抑制

等に向けた木質バイ

オマス等を用いた木

質系新素材の開発・

実証、地域の経済循

環に向けた木質系新

素材を活用した原料

調達から市場展開ま

でのビジネスモデル

の構築に要する次の

経費 

１・２（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 
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（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） (削る。） (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

２ ＩＣＴ活用ソフト 

 等導入推進事業 

 レーザ計測等によ

るデータを活用した

森林資源調査、生産

計画・管理、路網設

計・施工の効率化・

省力化を図るソフト

等の導入に要する経

費  

本経費の取扱いにつ

いては、林業関係交

付要綱による。 

 

 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

３ （略）         

Ⅲ 建築用木材供給・利 

用強化対策 

        

１ 森林を活かす都市 

の木造化等促進総合 

対策事業 

        

（１）～（３）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（４）円滑な木材供給 

のための環境整備 

        

（４）先進的林業機械  

  の実証 

先進的林業機械の

事業規模での実証、

現場の実情に応じた

改良に要する次の経

費 

１ 実証に係る事業 

経費 

（１）先進的林業機

械の実証に係る

経費 

（２）導入する先進

的林業機械の性

能試験・評価に

係る経費 

（３）各種調査に係

る経費 

２ 実証に係る事務

関連経費 

（１）検討委員会の 

設置・開催に係 

る経費 

（２）普及啓発・成 

果発表に係る経 

費 

（３）事業報告書の 

作成に係る経費 

民間団体

等 

定額 － 

 

経費の

欄 の １

及 び ２

に 掲 げ

る 経 費

間 の

30 ％ を

超 え る

増減 

経費の

欄 の １

及 び ２

に 掲 げ

る 経 費

の 新 設

又 は 廃

止 

交付決

定 の あ

っ た 年

度 の 12

月 31 日

現在 

交付決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 

２ 森林資源デジタル  

 管理推進対策 

レーザ計測等によ

る森林資源・境界情

報のデジタル化及び

当該データを活用し

た効率的な路網設

計・木材生産管理を

支援するソフト等の

導入並びに所有者情

報等の精度向上に対

する支援を行う取組

に要する経費 

本経費の取扱いにつ

いては、林業関係交

付要綱による。 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

３ （略）         

Ⅲ 建築用木材供給・利 

用強化対策 

        

１ 森林を活かす都市 

の木造化等促進総合 

対策事業 

        

（１）～（３）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（４）円滑な木材供給 

のための環境整備 
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（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

(削る。） (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

①・② （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

(削る。） (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

（５）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

２ ＣＬＴ・ＬＶＬ等 

の建築物への利用環   

境整備事業 

        

（１）（略）  （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

(削る。） (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

 

 

 

(削る。) 

(２)・(３)（略） 

 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

３ 建築用木材供給・ 

 利用人材確保対策事 

 業 

        

（１）木造建築物の設 

計者・施工者育成 

ＣＬＴ建築物等の

設計者等の育成・サ

ポートを行う取組に

要する次の経費 

１ 検討委員会の開 

民 間 団

体等 

定額 － 経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

① 木材加工設備導 

入等利子助成 

 

 製材工場等が行う

木材加工設備導入や

山林の取得等に対す

る利子助成に要する

次の経費 

１ 設備導入資金助 

成費 

２ 安定供給体制構 

築資金助成費 

３ 支援対象選定事

務費 

民間団体

等 

定額 － 経 費 の

欄 に 掲

げ る １

又 は ２

の 経 費

か ら ３

の 経 費

への増 

経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 の

新 設 又

は廃止 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の ９

月 30 日

現在 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 10

月 31 日

まで 

②・③ （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

④ 原木・製品運搬 

効率化等促進事業 

原木・製品運搬の

効率化等に資する取

組に要する次の経費 

１ 運搬効率化等の 

取組事例に関する 

調査等に要する経 

費 

２ 優良事例・対応 

方向の普及活動に 

要する経費 

 

民間団体

等 

定額 － － 経 費 の

欄 の １

及 び ２

に 掲 げ

る 経 費

の 新 設

又 は 廃

止 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

現在 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 

（５）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

２ ＣＬＴ・ＬＶＬ等 

の建築物への利用環   

境整備事業 

        

（１）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（２）ＣＬＴ建築物等 

の設計者等育成 

ＣＬＴ建築物等の

設計者等の育成・サ

ポートを行う取組に

要する次の経費 

１ 検討委員会の開 

催等に係る経費 

２ 育成事業等の実 

施に係る経費 

３ 事業報告書の作 

成及び成果の普及 

に係る経費 

 

民間団体

等 

定額 － 経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 間

の 30％

を 超 え

る増減 

経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 の

新 設 又

は廃止 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

現在 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 

(３)・(４)（略） 

 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（新設） 

 

 

        

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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催等に係る経費 

２ 育成事業等の実 

施に係る経費 

３ 事業報告書の作 

成及び成果の普及 

に係る経費 

経 費 間

の 30％

を 超 え

る増減 

経 費 の

新 設 又

は廃止 

現在 まで 

Ⅳ 木材需要の創出・輸

出力強化対策 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 非住宅建築物等木 

材利用促進事業 

        

(削る。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削る。) 

 

(削る。） (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

（１）地域における非 

住宅木造建築物整 

備推進 

        

① （略） （略） （略） （略） （略 （略） （略） （略） （略） 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

２ 木質バイオマス利         

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 木材需要の創出・輸

出力強化対策 

 

 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

１ 非住宅建築物等木 

材利用促進事業 

        

（１）木の建築物の効 

果検証・発信 

 非住宅建築物の木

質化を促進するた

め、店舗等施設の内

外装の木質化による

利用者の生産性向上

や経済面への影響の

実証等の情報の収

集・分析等を通じ

て、木の効果を見え

る化する取組に要す

る次の経費 

１ 検討委員会の設

置・運営に要する

経費 

２  既存情報の収

集・整理及び木の

効果の分析等によ

る見える化の検討

に要する経費 

３  普及資料の作

成・発信及び報告

書作成に要する経

費 

民間団体

等 

定額 － 経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 間

の 30％

を 超 え

る増減 

経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 の

新 設 又

は廃止 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

現在 

え 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 

（２）地域における非 

住宅木造建築物整 

備推進 

        

① （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

② 工務店等支援 

体制の構築 

地域での木造建築

物整備を担う工務店

等の支援体制の構築

に向けた取組等に要

する次の経費 

１ ワーキンググル

ープ等の設置・運

営に要する経費 

２ 工務店等支援体

制の実証の取組に

要する経費 

３ 普及資料等の作

成に要する経費 

民間団体

等 

定額 － 経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費間

の 30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31 日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月 31 日

まで 

２ 木質バイオマス利         
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 用環境整備事業        

（１）林地残材等利用 

環境整備事業 

林地残材等を効率

的かつ低コストで収

集・運搬するための

作業システムの開

発、実証及び分析等

に要する次の経費 

１ （略） 

２ 林地残材等の収 

集・運搬システム 

の開発、実証に係 

る経費 

３・４ （略） 

 

（略） （略） （略） 経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費間

の 30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

（略） （略） 

（２）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（３）「地域内エコシ 

ステム」リビング 

ラボ事業 

        

① （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

② 情報プラット 

フォーム構築支 

援 

 

 

 

「地域内エコシステ

ム」に取り組む上で

有効な基礎的情報を

提供するプラットフ

ォームの構築に要す

る次の経費 

１～４ （略） 

５ 「地域内エコシ

ステム」の推進に

資する次の調査に

係る経費 

（１）燃料材サプラ

イチェーン実態

調査 

① 発電利用に 

供する木質バ 

イオマスの証 

明ガイドライ 

ンの適切な運 

用に向けた説 

明会、実態調 

査に係る経費 

② 燃料材の需 

給や価格動向 

等の調査や分 

析に係る経費 

 

 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

③・④（略） 

（４）（略） 

 

（略） 

 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

３ 木材製品輸出拡大         

 用環境整備事業        

（１）林地残材等利用   

環境整備事業 

林地残材を効率的

かつ低コストで収

集・運搬するための

作業システムの開

発、実証及び分析等

に要する次の経費 

１ （略） 

２ 林地残材の収 

集・運搬システム 

 の開発、実証に係 

る経費 

３・４ （略） 

 

（略） （略） （略） 経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 間

の 30％

を 超 え

る増減 

経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 の

新 設 又

は廃止 

（略） （略） 

（２）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（３）「地域内エコシ 

ステム」リビング 

ラボ事業 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

② 情報プラット 

フォーム構築支 

援 

 

 

 

「地域内エコシステ

ム」に取り組む上で

有効な基礎的情報を

提供するプラットフ

ォームの構築に要す

る次の経費 

１～４ （略） 

５ 「地域内エコシ

ステム」の推進に

資する次の調査に

係る経費 

（１）燃料材サプラ

イチェーン実態

調査 

① 発電利用に 

供する木質バ 

イオマスの証 

明ガイドライ 

ンの適切な運 

用に向けた説 

明会、事例調 

査に係る経費 

② 燃料材の利 

用状況や取引 

条件等に関す 

るデータ・事 

例等の調査に 

係る経費 

 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

③・④（略） 

 （４）（略） 

 

（略）  （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 
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 実行戦略推進事業 

（削る。） （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削る。) (削る。)  (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

（１）CLT、構造用集 

  成材等の販売力強 

化・輸出基盤の構 

築 

CLT、構造用集成材

等の販売力強化・輸

出基盤の構築に係る

以下の経費 

１ 協議会の運営に

係る経費 

２ 海外市場におけ

るテストマーケテ

ィングに係る経費 

３ 成果の公表及び

普及、報告書の作

成に係る経費 

 

民 間 団

体等 

定額 － 経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 間

の 30％

を 超 え

る増減 

 

経 費 の

欄 の １

か ら ３

ま で に

掲 げ る

経 費 の

新 設 又

は廃止 

 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

現在 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の 1

月 31 日

まで 

(削る。） (削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

３ 木材製品輸出拡大  

 実行戦略推進事業 

        

（１）木材製品輸出産 

地育成 

木材製品輸出産地

育成に係る以下の経

費 

１ 木材輸出産地

の募集・選定に

係る経費 

２ 選定した木材

輸出産地への支

援に係る経費 

３ 国内でのセミ

ナー等の開催に

かかる経費 

４ 成果報告会の

開催、成果の公

表及び報告書の

作成に係る経費 

 

民間団体

等 

定額 － － 経 費 の

欄 の １

か ら ４

ま で に

掲 げ る

経 費 の

新 設 又

は廃止 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

現在 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） (新設) 

 

(新設) 

 

（２）日本式木造建築 

物等技術者育成 

日本式木造建築物

等技術者育成に係る

以下の経費 

１ 海外における木

造軸組構法技術講

習会の開催に係る

経費 

２ 国内における木

造技術研修会の開

催に係る経費 

 

民間団体

等 

定額 － 経 費 の

欄 の １

及 び ２

に 掲 げ

る 経 費

間 の

30 ％ を

超 え る

増減 

経 費 の

欄 の １

及 び ２

に 掲 げ

る 経 費

の 新 設

又 は 廃

止 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

現在 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日 

まで 
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４ 「クリーンウッ 

ド」実施支援事業の 

うち事業者による合 

法性確認の取組に対 

する支援、普及啓発  

事業者による合法

性の確認の取組に対

する支援に係る以下

の経費 

１ 合法性確認に関

する研修の実施に

係る経費 

２ 指導者養成説明

会及び講座の開催に

係る経費 

３ 検討委員会の設

置に係る経費 

４ 関係者との意見

交換会（全国協議

会）の開催に係る経

費 

５ イベント出展等

の普及啓発に係る

経費 

６ 事業報告書の作

成に係る経費 

  

民 間 団

体等 

定額 － 経 費 の

欄 の １

か ら ６

ま で に

掲 げ る

経 費 間

の 30 ％

を 超 え

る増減 

 

経 費 の

欄 の １

か ら ６

ま で に

掲 げ る

経 費 の

新 設 又

は廃止 

 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の 12

月 31 日

現在 

 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 

 

(削る。） (削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

５ ウッド・チェンジ拡 

大促進支援事業 

以下の取組に要する

経費 

１ 優れた国産材製

品や木造建築物等

の展開に係る経費 

 

（１）優れた国産材

製品等を幅広い

世代に発信・展

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

４ 「クリーンウッ 

ド」実施支援事業の 

うち合法性確認の能 

力強化等 

 

(新設) 

 

 

 

(新設) 

 

(新設) 

 

(新設) 

 

(新設) 

 

(新設) 

 

(新設) 

 

(新設) 

 

（１）事業者による合

法性確認能力強化、

消費者等への普及啓

発 

合法伐採木材等の

流通及び利用の促進

のため、木材関連事

業者、素材生産販売

事業者に対する研修

等の実施、業界団体

等の関係者との意見

交換会の開催、消費

者等への普及啓発に

要する次の経費 

１ 合法性確認のた

めの研修の実施に

係る経費 

２ 関係者との意見

交換会の開催に係

る経費 

３ 消費者等への普

及啓発に係る経費 

４ 事業報告書の作 

成に係る経費 

 

民間団体

等 

定額 

 

－ 

 

経 費 の

欄 の １

か ら ４

ま で に

掲 げ る

経 費 間

の 30％

を 超 え

る増減 

 

経 費 の

欄 の １

か ら ４

ま で に

掲 げ る

経 費 の

新 設 又

は廃止 

 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

現在 

 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 

 

５ ウッド・チェンジ

拡大促進支援事業 

以下の取組に要する

経費 

１ 優れた国産材

製品や木造建築

等の展開に係る

経費 

（１）優れた地域材

製品等の展開に

係る経費 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 
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開する広報に係

る経費 

（２）地域関係者連

携等による木製

品の高付加価値

化に係る経費 

 

２ 国産材利用の意

義に関する情報発

信・木育の機会の

充実に係る経費 

 

 

（１）（略） 

（２）子供世代向け

木材利用意義の

認知度向上に係

る経費 

（３）（略） 

（削る。） 

 

６ 特用林産物の国際

競争力強化・生産性

向上対策事業 

 

 

 

特用林産物の国際

競争力強化を図るた

めに要する次の経費 

１ 特用林産物の需

要拡大・生産性向

上に係る経費 

（１）（略） 

（削る。） 

 

 

 

（２）・（３）（略） 

２ 特用林産物の競

争力の強化に係る

経費 

特用林産物の輸出

促進に向けた情報収

集・連携強化に係る

経費 

 

（削る。） 

 

 

 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

Ⅴ 森林・林業担い手 

育成総合対策 

        

１・２（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（削る。） 

 

        

 

 

（２）情報発信に係

る経費 

 

 

 

２ 国産材利用の

意義等に関する

情報発信・木育

等学びの機会の

充実化に係る経

費 

（１）（略） 

（２）木育等学びの

機会を充実させ

る団体間連携に

係る経費 

（３）（略） 

（４）木育の効果分

析に係る経費 

６ 特用林産物の国際

競争力強化・生産性

向上対策事業 

 

 

 

特用林産物の国際

競争力強化を図るた

めに要する次の経費 

１ 特用林産物の需

要拡大・生産性向

上に係る経費 

（１）（略） 

（２）おが粉の生産

流通関連情報の

収集・分析・提

供に係る経費 

（３）・（４）（略） 

２ 特用林産物の競

争力の強化に係る

経費 

（１）特用林産物の

輸出促進に向け

た情報収集・連

携強化に係る経

費 

（２）知的財産に係

る課題解決に向

けた実証に係る

経費 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

Ⅴ 森林・林業担い手育 

成総合対策 

        

 

１・２（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

Ⅵ 「新しい林業」に向

けた林業経営育成対策 
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Ⅵ 森林の集約化モデル 

地域実証事業 

森林の集約化モデ

ルの実証に向けた取

組に要する次の経費 

 

１ 集約化推進事業 

に係る経費 

２ 集約化条件整備

事業に係る経費 

 

地域協

議会 

定 額 、

1/2以内 

都 道 府

県 

－ 

 

事 業 費

の 30 ％

を 超 え

る増減 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の 12

月 31 日

現在 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 

Ⅶ 林業・木材産業金融 

対策 

        

１ 林業施設整備等利 

  子助成事業 

以下の取組に要する

経費 

１ 林業施設整備等

利子助成事業 

林業経営基盤の

強化等の促進のた

めの資金の融通等

に関する暫定措置

法（昭和54年法律

第51号）第３条第

１項又は第４条第

１項若しくは第２

項の認定を受けた

林業者等が行う森

林施業の集約化や

木材の生産・加

工・流通体制の改

善等に必要な資金

の借入れ、民間事

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 

経営モデル実証事業 新たな技術を導入

して経営モデル実証

を行うのに要する次

の経費 

民間団体

等 

定額  経 費 の

欄 に 掲

げ る 経

費 の 皆

増 又 は

皆減 

経 費 の

欄 に 掲

げ る 経

費 の 新

設 又 は

廃止 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

現在 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の 1

月 31 日

まで 

 １ 有識者委員会の 

開催及び実証事業 

者の公募等の実施 

に要する経費 

  － 

 

経 費 の

欄 に 掲

げ る 経

費 の 皆

増 又 は

皆減 

経 費 の

欄 に 掲

げ る 経

費 の 新

設 又 は

廃止 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度の 12

月 31 日

現在 

 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の 1

月 31 日

まで 
 ２ 実証事業を行う 

共同体への助成に 

要する経費 

  定額、

2/9、

2/3 

 ３ 実証事業の進捗

管理、実績整理及

び普及展開等の実

施に要する経費 

 

  － 

 

   

（新設） 

 

  

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

Ⅶ 林業・木材産業金融 

対策 

        

１ 林業施設整備等利  

 子助成事業 

以下の取組に要する

経費 

１ 林業施設整備等

利子助成事業 

林業経営基盤の 

強化等の促進のた 

めの資金の融通等 

に関する暫定措置 

法（昭和54年法律 

第51号）第３条第 

１項又は第４条第 

１項若しくは第２ 

項の認定を受けた 

林業者等が行う森 

林施業の集約化や 

木材の生産・加 

工・流通体制の改 

善等に必要な資金 

の借入れ、民間事 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 



- 14 - 

業者が効率的かつ

安定的な経営管理

のために行う木材

の生産量の増加若

しくは生産性の向

上、原木の安定供

給・流通の合理化

等に必要な資金の

借入れ、自然災害

の被害等を受けた

林業者等が行う造

林地、林道、林業

施設等の復旧・復

興若しくは資金繰

りに必要な資金の

借入れ又はコロナ

禍におけるウクラ

イナ情勢に伴う原

油価格・物価高騰

等による影響を受

けた林業者（個人

にあっては林業所

得が総所得の過半

を占める者、法人

にあっては当該法

人の総売上高のう

ち林業に係る売上

高が過半を占める

者に限る。）が独

立行政法人農林漁

業信用基金の債務

保証を活用して行

う林業経営の維持

安定を目的とした

債務の償還負担の

軽減に必要な資金

の借入れについて

利子助成を実施す

るのに要する次の

経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業者が効率的かつ 

安定的な経営管理 

のために行う木材 

の生産量の増加若 

しくは生産性の向 

上、原木の安定供 

給・流通の合理化 

等に必要な資金の 

借入れ、自然災害 

の被害等を受けた 

林業者等が行う造 

林地、林道、林業 

施設等の復旧・復 

興若しくは資金繰 

りに必要な資金の 

借入れ又は新型コ 

ロナウイルス感染 

症（病原体がベー 

タコロナウイルス 

属のコロナウイル 

ス（令和２年１月 

に、中華人民共和 

国から世界保健機 

関に対して、人に 

伝染する能力を有 

することが新たに 

報告されたものに 

限る。）である感 

染症をいう。）若 

しくはコロナ禍に 

おけるウクライナ 

情勢に伴う原油価 

格・物価高騰等に 

よる影響を受けた 

林業者（個人にあ 

っては林業所得が 

総所得の過半を占 

める者、法人にあ 

っては当該法人の 

総売上高のうち林 

業に係る売上高が 

過半を占める者に 

限る。）が独立行 

政法人農林漁業信 

用基金の債務保証 

を活用して行う林 

業経営の維持安定 

を目的とした債務 

の償還負担の軽減 

に必要な資金の借 

入れについて利子 

助成を実施するの 
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（１）・（２）（略） 

 

（削る。） 

 

２・３ （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

２ 林業信用保証事業 （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（１）～（３）（略）         

（削る。）         

（削る。）     

 

    

(削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に要する次の経費 

 

（１）・（２）（略） 

 

１ 林業施設整備等利 

 子助成事業 

２・３ （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

２ 林業信用保証事業 （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（１）～（３）（略）         

（４）経営改善発達支 

  援事業 

 

 

       

Ⅷ 森林・山村地域振 

興対策 

        

１ 森林・山村多面的 

機能発揮対策交付金 

（１）活動組織の活 

動計画及び実施 

状況の審査・取 

りまとめ、事業 

計画書及び事業 

実績報告書等の 

作成、国への交 

付申請手続、活 

動組織への交付 

金の交付、活動 

組織に対する活 

動が可能な対象 

森林の情報提 

供、活動組織を 

対象にした技 

能・安全研修、 

活動組織への資 

機材の貸与及び 

当該貸与に供す 

る資機材の購入 

等を実施する。 

 

地域協議

会 

定額、

資機材

は 1/2

以内。

ただ

し、資

機材の

うち、

林内作

業車、

薪割り

機、薪

ストー

ブ及び

炭焼き

小屋に

ついて

は 1/3

以内 

－ － 事業費

の 30％

を超え

る減額 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31日

まで 

 （２）里山林等にお 

いて活動組織が 

行う以下の活動 

に対し、交付金 

を交付する。 

① 活動推進費 

② 地域環境保 

全タイプのう 

ち里山林保全 

活動 

③ 地域環境保 

全タイプうち 

侵入竹除去・ 

竹林整備活動 

④ 森林資源利 

用タイプ 

 定額、

資機材

の購入

は 1/2

以内。

ただ

し、資

機材の

うち、

林内作

業車、

薪割り

機、薪

ストー

ブ及び

炭焼き
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(削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

         

(削る。)  

 

       

(削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 森林機能強 

化タイプ 

⑥ 関係人口創 

出・維持タイ  

プ 

⑦ 上記②～⑥ 

に必要となる 

資機材・施設 

の整備等 

 

小屋に

ついて

は 1/3

以内。

また、

⑥にお

ける移

動式の

簡易な

トイレ

の賃借

料につ

いては

1/3以内 

 

２ 森林・山村多面的 

機能発揮対策推進交 

付金 

 

 

 

（１）地域協議会 

の支援及び指 

導、市町村への 

周知・指導等を 

実施する。 

都道府県 定額 － 

 

－ 

 

事業費

の 30％

を超え

る減額 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の 1

月 31日

まで 

 （２）市町村が活動

組織に対し行う

推進・指導等に

要する経費の全

部又は一部に当

てるため、市町

村に対し交付金

を交付する。 

 定額      

３ 国民参加の植樹等 

 の推進 

 

        

（１）国民参加による 

  植樹等の推進対策 

以下の取組に要する

経費 

１ 企業・NPO 等の 

森林づくりのサポ 

ート体制構築に向 

けた経費を補助す 

る経費 

２ 企業・NPO 等の 

森林づくりに係る 

情報の発信、地域 

間の連携等ネット 

ワーク化に係る経 

費 

 

民間団体

等 

定額 経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間の

30％を

超える

増減 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31 日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31 日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の 1

月 31 日

まで 
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Ⅷ 森林・山村地域活性

化振興対策 

        

１ 里山林活性化によ 

 る多面的機能発揮対   

策交付金 

（１）活動組織の活

動計画及び実施

状況の審査・取

りまとめ、事業

計画書及び事業

実績報告書等の

作成、国への交

付申請手続、活

動組織への交付

金の交付、活動

に関心のある地

域住民等に対す

る説明会や活動

体験会の開催、

活動組織に対す

る安全対策や施

業技術等に関す

る講習等の実

施、活動組織へ

の資機材の貸与

及び当該貸与に

供する資機材の

購入等に係る経

費 

 

地域協議

会 

定額、

資機材

は 1/2

以内。

ただ

し、資

機材の

うち、

林内作

業車、

薪割り

機、薪

ストー

ブ及び

炭焼き

小屋に

ついて

は 1/3

以内 

－ 

 

－ 

 

事業費

の 30％

を超え

る減額 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31 日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の 1

月 31 日

まで 

 （２）里山林等にお 

いて活動組織が 

行う以下の活動 

に係る経費 

① 活動推進費 

② 地域活動型 

（森林資源活 

用） 

③ 地域活動 

 型 

活動組織 定額、

資機材

の購入

は 1/2

以内。

ただ

し、資

機材の

うち、

林内作

     

（２）全国規模の緑化 

  運動の促進 

全国規模の緑化運動

の促進を行うのに要

する次の経費 

１ 全国植樹祭、全 

国育樹祭、みどり 

の感謝祭等の全国 

規模の緑化行事の 

開催に係る経費 

２ 全国規模の緑化 

行事を効果的に行 

うための関連イベ 

ント等の実施に係 

る経費 

民間団体

等 

定額 － 経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間の

30％を

超える

増減 

 

 

 

 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31 日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の 1

月 31 日

まで 

（新設）         

  （新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 
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（竹林資源活 

用） 

④ 複業実践型 

⑤ 機能強化 

⑥ 関係人口創 

出・維持 

⑦ 上記②から⑥ 

までに必要とな 

る資機材・施設 

の整備等 

業車、

薪割り

機、薪

ストー

ブ及び

炭焼き

小屋に

ついて

は 1/3

以内。

また、

⑥にお

ける移

動式の

簡易な

トイレ

の賃借

料につ

いては

1/3以内 

 

Ⅸ 花粉の少ない森林へ 

の転換促進対策 
  

 

      

１ 効果的な花粉発生 

 源対策の実施に向け  

た普及及び調査 

以下の取組に要する

経費 

１～３（略） 

（削る。） 

 

 

 

４～６ （略） 

 

（略） （略） （略） 経 費 の

欄 の １

か ら ６

ま で に

掲 げ る

経 費 間

の 30％

を 超 え

る増減 

経費の

欄の１

から６

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

（略） （略） 

２ 細胞増殖による苗 

 木大量増産技術の開 

 発 

以下の取組に要する

経費 

１ スギの細胞増殖

等に関連する遺伝

子の基盤情報の整

備・解析に係る経

費 

２ 細胞増殖を効率

化するための技術

開発に係る経費 

３ 細胞増殖により

生産された苗木の

順化・成長情報の

整備・解析に係る

経費 

４ 報告書作成に係

る経費 

民間団体 

等 

定額 － 経 費 の

欄 の １

か ら ４

ま で に

掲 げ る

経 費 間

の 30％

を 超 え

る増減 

経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31 日

現在 

交 付 決

定 の あ

っ た 年

度 の １

月 31 日

まで 

３ （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅸ 花粉の少ない森林へ 

の転換促進対策 
        

１ 効果的な花粉発生 

 源対策の実施に向け  

た普及及び調査 

以下の取組に要する

経費 

１～３（略） 

４ 独自性・先進性

のある花粉発生源

対策の取組への表

彰に係る経費 

５～７ （略） 

 

（略） （略） （略） 経費の

欄の１

から７

までに

掲げる

経費間

の 30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から７

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

（略） （略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

２ （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 
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別表２ 

区  分 経     費 
事業 

実施主体 
国 庫 交 付 率 

重要な変更 

経費の配分の

変更 

（削る。）     

１  森 林 整

備・林業等

振興整備交

付金 

 区分の欄の１の(１)か

ら（３）までの事業を実

施するのに要する次の経

費 

  区分の欄の１

の ( １ ) か ら

（３）までに

おける経費の

皆増又は皆減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（略） 区分の欄の１の(１)か

ら（３）までのとおり 

 

 

２ 附帯事業費 

  区分の欄の（１）の 

④、（２）及び（３） 

についてのみ、附帯整 

備の効果的かつ円滑な 

実施を図るために必要 

となる調整活動、新た 

なマーケットの開拓並 

びに実践的知識及び技 

術の習得活動等の実施 

に要する経費 

（略） 

３ （略） 

 

（略） 

（１）循環型 

資源基盤 

整備強化 

対策 

  ①間伐材 

生産 

 

 

 

 

(1)・(2) （略） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

②路網整 

備・機能 

強化 

 

（略） 

 

（略） 

 

経費の欄の(1)・(2)

については、定額（林

野庁長官が別に定める

基準に基づき都道府県

知事が定めるものとす

る） 

 (3)から(5)までにつ

いては、1/2 以内 

③低コ 

スト再 

造林対 

策 

(1) 低コスト造林の支援 

(2) 機械器具の整備 

(3) 関連条件整備活動 

 

都道府県、市町

村、森林整備法

人等及び選定経

営体、森林所有

定額（1/2、2/3以内） 

 

 
別表２ 

区  分 経     費 
事業 

実施主体 
国 庫 交 付 率 

重要な変更 

経費の配分の

変更 

Ⅰ 林業・木 

材産業生産 

基盤強化対 

策 

    

１ 森林整 

備・林業 

等振興整 

備交付金 

 

 区分の欄の１の(１)～

（７）の事業を実施する

のに要する次の経費 

 

  区分の欄の１

の ( １ ) ～

（７）におけ

る経費の皆増

又は皆減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（略） 

 

 

 

区分の欄の１の(１)～

（７）のとおり 

２ 附帯事業費 

  区分の欄の（３）～ 

（７）についてのみ、 

附帯整備の効果的かつ 

円滑な実施を図るため 

に必要となる調整活 

動、新たなマーケット 

の開拓並びに実践的知 

識及び技術の習得活動 

等の実施に要する経費 

（略） 

３ （略） 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 

（１）間伐材 

生産 

 

 

 

 

(1)・(2) （略） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

（２）路網整 

備・機能 

強化 

 

（略） 

 

（略） 

 

(1)・ (2)について

は、定額（林野庁長官

が別に定める基準に基

づき都道府県知事が定

めるものとする） 

 (3)～ (5)について

は、1/2 以内 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 
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 者 

④コンテ 

ナ苗生産 

基盤施設 

等の整備 

(1) コンテナ苗生産基盤

施設等 

(2) コンテナ苗幼苗生産

高度化施設等 

(3) 普通苗生産基盤施設 

等  

 

都道府県、市町

村、林業種苗法

（昭和 45 年法律

第 89号）第 10条

に基づく生産事

業の登録を受け

た者及びその登

録を受ける見込

みの者、森林の

間伐等の実施の

促進に関する特

別措置法（平成

20 年法律第 32

号 ）第９条第１

項に基づく認定

を受けた認定特

定増殖事業者及

びその認定を受

け る 見 込 み の

者、その他都道

府県知事等が認

める団体等 

定額（1/2 以内） 

（２）高性能 

林業機械 

等の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略）  

 

（略）  経費の欄の(1)につ

いては、定額（1/3 以

内） 

 ただし、(1)のう 

ち、林業用四輪駆動ダ

ンプトラックにあって

は定額（1/4以内）、ス

イングヤーダ、ロング

リーチハーベスタ、林

業用資材運搬ドローン

等 に あ っ て は 定 額

（4/10 以内）、実践体

制評価を受け評定され

ているなどの場合、新

たに造林事業を開始す

る者にあっては定額

（1/2 以内） 

 (2)から(4)までにつ

いては、定額（1/2以

内） 

（３）木材需 

要拡大・ 

木材産業 

基盤強化 

対策 

①木材加 

工流通施 

設等の整 

備 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（３）高性能 

林業機械 

等の整備 

 

 

 

 

 

 

（略）  

 

（略）  (1)については、定

額（1/3 以内） 

 ただし、(1)のう 

ち、林業用四輪駆動ダ

ンプトラックにあって

は定額（1/4以内）、ス

イングヤーダ、ロング

リーチハーベスタ、林

業用資材運搬ドローン

等 に あ っ て は 定 額

（4/10 以内）、実践体

制評価を受け評定され

ているなどの場合、新

たに造林事業を開始す

る者にあっては定額

（1/2 以内） 

 (2)～(4)について

は、定額（1/2以内） 

 

 

（４）木材加 

工流通施 

設等の整 

備 

（略） 

 

（略） 

 

 

（略） 



- 21 - 

②木質バ 

イオマス 

利用促進 

施設の整 

備 

 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

経費の欄の１について

は、定額（1/2 以内） 

２については、定額

（1/3、15/100 以内） 

３については、定額

（1/3 以内） 

ただし、２及び３につ

いては、林野庁長官が

別に定める場合を除

き、林野庁長官が別に

定める「地域内エコシ

ステム」の構築等に資

する取組に位置付けら

れる施設並びに機械及

びその附帯施設にあっ

ては、定額（1/2、1/3

以内） 

 

  ③特用林 

  産振興施 

  設等の整 

  備 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

  ④木造公 

  共建築物 

  等の整備 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

２ 森林整 

備・林業等 

振興推進交 

付金 

 

 本要綱に基づいて行う

事業に要する経費 

 

  区分の欄の２

の（１）から

（５）までに

おける経費の

皆増又は皆減 

 （１）・（２）

（略） 

（略） （略） （略） 

（３）森林資

源保全対

策 

①・②（略） 

 森林病害虫の被害防

除、野生鳥獣の被害防

除、林野火災予防対策 

 

（略） （略）  

（４）林業の

多様な担

い手の育

成  

①（略） 

（削る。） 

 

 

 

 

②～④（略） 

（削る。） 

 

 

 

 選定経営体を育成・確

保するための、行動規範

等の策定、生産管理によ

る工程管理改善、林業経

営体の雇用の改善・事業

の合理化、森林施業プラ

ンナー育成研修、造林事

業を開始又は自伐型林業

等の推進のための必要な

研修及び資機材の整備、

林業労働災害防止のため

の研修等 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）木質バ 

イオマス 

利用促進 

施設の整 

備 

（略） 

 

（略） 

 

１については、定額

（1/2 以内） 

２については、定額

（1/3、15/100 以内） 

３については、定額

（1/3 以内） 

ただし、２及び３につ

いては、林野庁長官が

別に定める場合を除

き、林野庁長官が別に

定める「地域内エコシ

ステム」の構築等に資

する取組に位置付けら

れる施設並びに機械及

びその附帯施設にあっ

ては、定額（1/2、1/3

以内） 

 

 

（６）特用林 

産振興施 

設等の整 

備 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

（７）木造公 

共建築物 

等の整備 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

２ 森林整 

備・林業等 

振興推進交 

付金 

 

 本要綱に基づいて行う

事業に要する経費 

 

  区分の欄の２

の （ １ ） ～

（５）におけ

る経費の皆増

又は皆減 

 （１）・（２） 

（略） 

（略） （略） （略） 

（３）森林資

源保全対

策 

①・②（略） 

 森林病害虫の被害防

除、野生鳥獣の被害防

除、森林環境保全対策

（森林保全管理対策、林

野火災予防対策） 

（略） （略）  

（４）林業の

多様な担

い手の育

成  

①（略） 

② 出荷 

ロット 

の大規 

模化等 

の推進 

③～⑤（略） 

⑥ 特用 

林産物 

の担い 

手の育 

 選定経営体を育成・確

保するための、出荷ロッ

トの大規模化など販売力

強化の取組、行動規範等

の策定、生産管理による

工程管理改善、林業経営

体の雇用の改善・事業の

合理化、森林施業プラン

ナー育成研修、造林事業

を開始又は自伐型林業等

の推進のための必要な研

修及び資機材の整備、林

業労働災害防止のための

研修、特用林産物の生産

技術向上や生産資材の生

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 
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（５）（略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

（削る。） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

（削る。） 

 

  

 

 

 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 （削る。） 

 

 （削る。） 

 

 

 

 

 

 （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

（削る。） 

 

 

成 

 

 

（５）（略） 

産に必要な林業技術習得

のための研修等 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

Ⅱ 再造林低 

コスト化促 

進対策 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

１ 森林整 

備・林業 

等振興整 

備交付金 

区分の欄の１の(１)・

(２)の事業を実施するの

に要する次の経費 

  

 

 

区分の欄の１

の(１)・(２)

における経費

の皆増又は皆

減 

 

 

 

 

 

１ 事業費 

本要綱に基づいて要 

領別表１のⅡに掲げる 

事業を行うのに要する 

経費 

 区分の欄の１の(１)・

（２）のとおり 

 

 ２ 附帯事業費 

区分の欄の１の(２) 

についてのみ、施設整 

備の効果的かつ円滑な 

実施を図るために必要 

となる調整活動、新た 

なマーケットの開拓並 

びに実践的知識及び技 

術の習得活動等の実施 

に要する経費 

 

 

 定額（1/2以内）  

 ３ 附帯事務費 

（１）都道府県が１の経

費に係る事業の実施

の指導監督等を行う

のに要する経費 

（２）市町村が１の経費

に係る事業の実施に

関し、指導監督等に

要する経費に対し、

都道府県が交付する

場合における当該交

付に要する経費 

 

 定額（1/2 以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）低コス 

  ト再造林

対策 

 

(1) 低コスト造林の支援 

(2) 機械器具の整備 

(3) 関連条件整備活動 

都道府県、市町

村、森林整備法

人等及び選定経

営体、森林所有

者 

 

定額（1/2、2/3以内）  



- 23 - 

（削る。） 

 

（削る。） 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

 

 

（２）コンテ 

  ナ苗生産 

  基盤施設 

  等の整備 

(1) コンテナ苗生産基盤 

施設等 

(2) コンテナ苗幼苗生産

高度化施設等 

(3) 普通苗生産基盤施設 

等  

 

都道府県、市町

村、林業種苗法

（昭和 45 年法律

第 89号）第 10条

に基づく生産事

業の登録を受け

た者及びその登

録を受ける見込

みの者、森林の

間伐等の実施の

促進に関する特

別措置法（平成

20 年法律第 32

号 ）第９条第１

項に基づく認定

を受けた認定特

定増殖事業者及

びその認定を受

け る 見 込 み の

者、その他都道

府県知事等が認

める団体等 

定額（1/2以内）  

 

  

 

様式Ⅰ－１－ア 

 

○○年度  林業・木材産業循環成長対策 の内容及び経費の配分総括表 

          成績書 
※ 該当する報告書名を記載 

        
（単位:円） 

 

区       分 

 

事業費 

(A)+(B)+(C)+(D) 

交付金事

業に要す

る経費 

(A)+(B) 

経 費 内 訳  

備 

考 

 

交付金 

(A) 

都道府県負

担金 

(B) 

市町村負

担金 

(C) 

その他負

担金 

(D) 

 
交付率       

 

 
森 
林 
整 
備 
・ 
林 
業 
等 
振 
興 
整 
備 
交 
付 
金 

   
  
 
 
 
 
 
 
事 
 
業 
 
費 
 
 
 
 

（略）         

路網整備・機能強化         

低コスト再造林対策         

コンテナ苗生産基盤施

設等の整備 

        

（略）         

（削る。）        

 

様式Ⅰ－１－ア 

 

○○年度  林業・木材産業循環成長対策 の内容及び経費の配分総括表 

          成績書 
※ 該当する報告書名を記載 

        
（単位:円） 

 

区       分 

 

事業費 

(A)+(B)+(C)+(D) 

交付金事

業に要す

る経費 

(A)+(B) 

経 費 内 訳  

備 

考 

 

交付金 

(A) 

都道府県負

担金 

(B) 

市町村負

担金 

(C) 

その他負

担金 

(D) 

 
交付率       

 

林 
業 
等 
振 
興 
整 
備 
交 
付 
金 

   
  
 
 
 
 
 
 
事 
 
業 
 
費 
 
 
 
 

（略）         

路網整備・機能強化         

（新設）         

（新設） 

 

        

（略）         

低コスト再造林対策        
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（削る。） 

 

       

小  計        
  
  
 
 
 
 
 
 
 

附帯
事務
費 
 
 
 

（略）        

路網整備・機能強化        

低コスト再造林対策        

コンテナ苗生産基盤施設等の整備        

（略）        

（削る。）        

（削る。）        

小  計        
  
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
総事
業費 
 
 
 
 

（略）        

路網整備・機能強化        

低コスト再造林対策        

コンテナ苗生産基盤施設等の整備        

（略）        

（削る。）        

（削る。） 

 

       

計        

森
林
整

備
・
林
業

等
振
興
推

進
交
付
金 

（略）        

計        

 合  計        

うち 

地域振

興分 

（略）        

（略） 

 
様式Ⅰ－１の付（１） 
 

○○年度 林業・木材産業循環成長対策  森林整備・林業等振興整備交付金事業費明細 
 

 

 

事業種目 

 

 

 

工種又は施設区

分 

①～④ 

 

 

 

実施 

市町

村名 

 

 

 

事業 

実施

主体 

 

 

 

数値 

 

 

 

 

呼

称 

単

位 

 

 

 

事業費 

(A)+(B)+ 

(C)+(D) 

円 

経 費 内 訳 工 期  

 

備 考 

 

 

交

付

金 

 

(A) 

円 

都

道

府

県 

負担

金 

（B) 

円 

市町

村 

負担

金 

(C) 

円 

その

他 

負担

金 

(D) 

円 

着手 

（ 予

定） 

年月

日 

 

完了 

（予

定） 

年月

日 

 

コンテナ苗生産基盤施設等の整備 

 

       

小  計        
  
  
 
 
 
 
 
 
 

附帯
事務
費 
 
 
 

（略）        

路網整備・機能強化        

（新設）        

（新設        

（略）        

低コスト再造林対策        

コンテナ苗生産基盤施設等の整備        

小  計        
  
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
総事
業費 
 
 
 
 

（略）        

路網整備・機能強化        

（新設）        

（新設        

（略）        

低コスト再造林対策        

コンテナ苗生産基盤施設等の整備 

 

       

計        

森
林
整

備
・
林
業

等
振
興
推

進
交
付
金 

（略）        

計        

 合  計        

うち 

地域振

興分 

（略）        

（略） 

 
様式Ⅰ－１の付（１） 
 

○○年度 林業・木材産業循環成長対策  森林整備・林業等振興整備交付金事業費明細 
 

 

 

事業種目 

 

 

 

工種又は施設区

分 

①～④ 

 

 

 

実施 

市町

村名 

 

 

 

事業 

実施

主体 

 

 

 

数値 

 

 

 

 

呼

称 

単

位 

 

 

 

事業費 

(A)+(B)+ 

(C)+(D) 

円 

経 費 内 訳 工 期  

 

備 考 

 

 

交

付

金 

 

(A) 

円 

都

道

府

県 

負担

金 

（B) 

円 

市町

村 

負担

金 

(C) 

円 

その

他 

負担

金 

(D) 

円 

着手 

（ 予

定） 

年月

日 

 

完了 

（予

定） 

年月

日 
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（略） （略）            ㎥ 

（略）             

（略） （略）             

路網整備・機能強化計             

低コスト再造林対策 一貫作業システ

ム 

            

 低コスト造林             

 下刈り             

 小計             

 機械器具の整備

（具体名） 

            

 小計             

 関連条件整備活

動（具体名） 

            

 小計             

低コスト再造林対策計              

コンテナ苗生産基盤施

設等の整備 

             

コンテナ苗生産基盤施

設等の整備計 

             

（略）              

木造公共施設整備計              

（削る。） （削る。） 

 

            

（削る。）             

（削る。）             

（削る。）             

（削る。） 

 

            

（削る。）             

（削る。） 

 

 

            

（削る。）             

（削る。）              

（削る。） 

 

             

            

（削る。） 

 

            

合 計              

（略） 

 
様式第Ⅰ－３ 

 

○○年度 林業・木材産業循環成長対策      事業遂行状況報告書 

 
                                                〇〇年９月30日現在                                    

 計 画 遂行状況    

（略） （略）            ㎥ 

（略）             

（略） （略）             

路網整備・機能強化計             

（新設） 

 

（新設） 

 

            

 （新設）             

 （新設）             

 （新設）             

 

 

（新設）             

 （新設）             

 

 

（新設） 

 

            

 （新設）             

（新設）              

（新設） 

 

             

（新設） 

 

             

（略）              

木造公共施設整備計              

低コスト再造林対策 一貫作業システ

ム 

            

低コスト造林             

下刈り             

小計             

機械器具の整備

（具体名） 

            

小計             

関連条件整備活

動（具体名） 

 

            

小計             

低コスト再造林対策計              

コンテナ苗生産基盤施

設等の整備 

             

            

コンテナ苗生産基盤施

設等の整備計 

            

合 計              

（略） 

 
様式第Ⅰ－３ 

 

○○年度 林業・木材産業循環成長対策      事業遂行状況報告書 

 
                                                〇〇年９月30日現在  

 計 画 遂行状況    
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区    分 

 
事業

費 
円 

交付

額 
円 

事業着手 
年月日 

事業完了

予定 
年月日 

進捗率 
% 

支出総額 
円 

概算払受領

済額 
円 

備 考 

 

 
 

森林整備・

林業等振興 

整備交付金 
 
 

（略）         

路網整備・機能強化         

低コスト再造林対策         

コンテナ苗生産基盤施

設等の整備 
        

（略）         

（削る。）         

（削る。）         

小 計         

森林整備・ 

林業等振興 

推進交付金 

（略）         

小 計         

 合 計         

 

様式第Ⅰ－４ 

 

 

○○年度 林業・木材産業循環成長対策 収支精算書 

 

(1)・(2) （略）                                          
(3)交付金精算書 

（単位:円） 
区       分 交付金 

交付決定額 
(A) 

精算事業費総

額 
(B) 

交付率 
％ 

(C)/(B) 

精算交付金額 
 

(C) 

既 受 領 
交付金総額 

(D) 

差引交付金 
未受領(返還)額 

(C)-(D) 

 
備 考  交

付

率 

 

 

 

 

 

 

 

 （略）         

路網整備・機能強化         

低コスト再造林対策         

コンテナ苗生産基盤施設

等の整備 

        

区    分 

 
事業

費 
円 

交付

額 
円 

事業着手 
年月日 

事業完了

予定 
年月日 

進捗率 
% 

支出総額 
円 

概算払受領

済額 
円 

備 考 

 

 
 

森林整備・

林業等振興 

整備交付金 
 
 

（略）         

路網整備・機能強化         

（新設）         

（新設）         

（略）         

低コスト再造林対策         

コンテナ苗生産基盤施

設等の整備 
        

小 計         

森林整備・ 

林業等振興 

推進交付金 

（略）         

小 計         

 合 計         

 

様式第Ⅰ－４ 

 

 

○○年度 林業・木材産業循環成長対策 収支精算書 

 

(1)・(2) （略）                                          
(3)交付金精算書 

（単位:円） 
区       分 交付金 

交付決定額 
(A) 

精算事業費総

額 
(B) 

交付率 
％ 

(C)/(B) 

精算交付金額 
 

(C) 

既 受 領 
交付金総額 

(D) 

差引交付金 
未受領(返還)額 

(C)-(D) 

 
備 考  交

付

率 

 

 

 

 

 

 

 

 （略）         

路網整備・機能強化         

（新設）         

（新設） 
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森 

林 

整

備 ・

林 

業 

等 

振 

興 

整 

備 

交 

付 

金 
 

（略）         

（削る。）         

（削る。） 

 

        

小  計        

 

 

 

附

帯

事

務

費 

（略）        

路網整備・機能強化        

低コスト再造林対策        

コンテナ苗生産基盤施設等の整

備 

       

（略）        

（削る。）        

（削る。） 

 

       

小  計        

    

 

     

総

事

業

費 

（略）        

路網整備・機能強化        

低コスト再造林対策        

コンテナ苗生産基盤施設等の整

備 

       

（略）        

（削る。）        

（削る。） 

 

       

計        

（略）        
（略） 
 

 

 

 

森 

林 

整

備 ・

林 

業 

等 

振 

興 

整 

備 

交 

付 

金 
 

（略）         

低コスト再造林対策         

コンテナ苗生産基盤施設

等の整備 

        

小  計        

 

 

 

附

帯

事

務

費 

（略）        

路網整備・機能強化        

（新設）        

（新設） 

 

       

（略）        

低コスト再造林対策        

コンテナ苗生産基盤施設等の整

備 

       

小  計        

    

 

     

総

事

業

費 

（略）        

路網整備・機能強化        

（新設）        

（新設） 

 

       

（略）        

低コスト再造林対策        

コンテナ苗生産基盤施設等の整

備 

       

計        

（略）        
（略） 

(削る。) 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：優良種苗生産推進対策 

花粉の少ない苗木の円滑な生産支援事業 

 

１ 事業の目的  
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２ 事業の内容及び計画 

 

①  ヒノキ花粉症対策品種のミニチュア採種園の管理技術に係る調査及び指導 

実施時期 具体的な内容 備考 

 

 

 

 

 

 

 

② 報告書作成 

実施時期 具体的な内容 備考 

 

 

 

 

 

 
 

  

（別記様式第１号－２－別紙） （新設） 

事業名：林業・木材産業循環成長対策 

森林総合利用対策（森林活（もりかつ）プロジェクト） 

国民参加の緑化運動の推進事業 

 

 

１．事業の目的 

２．事業の内容及び計画 

  （１）全国植樹祭、全国育樹祭、みどりの感謝祭等の全国規模の緑化行事の開催 
実施項目 事業内容 実施期間 備考 

「全国植樹祭」等の事

業名を記載 

○ 開催の時期 

○ 開催の場所 

○ 具体的な内容 等 

  

 

 

（２）全国規模の緑化行事を効果的に行うための関連イベント等の実施 
実施項目 事業内容 実施期間 備考 

全国規模の緑化行事の

効果的な実施に資す

る、民間企業、NPO、

緑の少年団等との連携

促進・活動の活性化に

向けた取組 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

  

 

 

  

（別記様式第１号－２－別紙） （新設） 

事業名：林業・木材産業循環成長対策 

森林総合利用対策（森林活（もりかつ）プロジェクト） 
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森林づくり資金等導入応援プロジェクト 

 

 

１．事業の目的 

２．事業の内容及び計画 

  （１）企業と森林をつなぐ手法の整理・普及 
実施項目 事業内容 実施期間 備考 

森林のもつ環境価値を

活用した山側・企業側

双方へのアプローチ手

法の整理、セミナー開

催等によるノウハウの

共有等 

 

○ 実施の時期 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

  

 

 

（２）企業と森林をつなぐ先導的な人材を育成する取組等への支援 
実施項目 事業内容 実施期間 備考 

山側と企業側をつな

ぎ、双方に利益のある

森林づくりを具現化す

る団体の活動支援及び

優良事例やノウハウの

共有・横展開等の取組 

○ 実施の時期 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（別記様式第１号－２－別紙） （別記様式第１号－２－別紙） 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

林業機械・新技術の開発・実証  

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 開発・実証関連 

 

① 林業機械・新技術の開

発・実証 

②・③ （略） 

（略） （略） 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

イ （略） 

  

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

機械・新技術の開発・実証  

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 開発・実証関連 

 

① 機械・新技術の開発・

実証 

②・③ （略） 

（略） （略） 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

イ （略） 

  

（略） 

 

（略） 

 

（略） 
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（別記様式第１号－２－別紙） （別記様式第１号－２－別紙） 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

ソフトウェア等の開発・実証  

 

（略） 

 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

ソフトウェア等の開発・実証  

 

（略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

通信技術の開発・実証  

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 開発・実証関連 

 

① 通信技術の開発・実証 

② 試作品等の製造、性能

評価、実証試験 

③ 各種調査 

○ 年間スケジュール（予定） 

○ 開発・改良、実証の内容 

○ 試作品製造・性能評価・実証

試験の内容 

○ 調査等の項目及び方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事務関連 

 ① 検討委員会の設置・開催 

② 普及啓発・成果発表 

③ 事業報告書の作成 

○ 検討委員会の構成 

○ 開催スケジュール 

○ 検討内容等 

○ 成果の普及方法 

○ 報告書の構成及び作成部数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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（削る。）                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

先進的林業機械の実証 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 開発・実証関連 

 

① 先進的林業機械の実証 

② 導入する先進的林業機械

の性能試験・評価 

③ 各種調査 

○ 年間スケジュール（予定） 

○ 機械の改良、実証の内容 

○ 性能試験・評価の内容 

○ 調査等の項目及び方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事務関連 

 ① 検討委員会の設置・開催 

② 普及啓発・成果発表 

③ 事業報告書の作成 

○ 検討委員会の構成 

○ 開催スケジュール 

○ 検討内容等 

○ 成果の普及方法 

○ 報告書の構成及び作成部数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

円滑な木材供給のための環境整備 

木材加工設備導入等利子助成 

 

  １．事業の目的 

 

  ２．事業の内容及び計画 

 

   （１）設備導入資金助成計画 

 

区分 

 

金額 備 考 

 補助率 1/2 補助率 2/3 全 額 合 計 
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国庫補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己資金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （２）補助対象職員配置計画 

 

氏名 職名等 備 考 

 

合計   人 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 
 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

円滑な木材供給のための環境整備 

原木・製品運搬効率化等促進事業 

 

  １．事業の目的 

 

  ２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 運搬効率化等の取組事例に

関する調査等に要する経費 

 

   

イ 優良事例・対応方向の普及

活動に要する経費 
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（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

ＣＬＴ建築物等の設計者等育成 

 

  １．事業の目的 

 

  ２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 検討委員会の開催等 

 

○ 委員会の構成員 

○ 開催回数及び開催

時期 

○ 検討項目 

○ 事業の指導・進行

管理方法 

  

イ 育成事業等の実施 

 

○ 実施内容 

○ 実施方法 

 

  

ウ 事業報告書の作成及び成果

の普及 

 

○ 作成部数 

○ 実施方法 

  

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

大径材の加工・利用等の技術開発・普及 

（略） 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

大径材の加工・利用等の技術開発・普及 

（略） 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

建築用木材供給・利用人材確保対策事業 

 木造建築物の設計者・施工者育成 

 

  １．事業の目的 

 

（新設） 
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  ２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 検討委員会の開催等 

 

○ 委員会の構成員 

○ 開催回数及び開催 

時期 

○ 検討項目 

○ 事業の指導・進行 

管理方法 

  

イ 育成事業等の実施 

 

○ 実施内容 

○ 実施方法 

 

  

ウ 事業報告書の作成及び

成果の普及 

 

○ 作成部数 

○ 実施方法 

  

 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

非住宅建築物等木材利用促進事業 

木の建築物の効果検証・発信 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 
 

実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 検討委員会の設置・運営 ○ 検討委員会の構成員 

○ 開催回数及び開催時期 

○ 検討項目 

○ 事業の指導・進行管理方法 

 

 

 

 

 

 

 

イ 情報の収集・整理及び木

の効果の分析等による見え

る化 

 

○ 具体的な情報収集・整理・分析方法等 

○ 具体的スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 普及資料の作成・発信及 

び報告書の作成 

○ 普及資料の作成、作成部数 

○ セミナー等の開催場所、案内先、予定

する内容 

○ その他の普及方法 

○ 報告書作成部数 
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（削る。） 
 

 （別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

非住宅建築物等木材利用促進事業 

地域における非住宅木造建築物整備推進 

工務店等支援体制の構築 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

 
実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア ワーキンググループ

等の設置・運営 

 

○ ワーキング等の構成員 

○ 開催回数及び開催時期 

○ 検討項目 

 

 

 

 

 

 

イ 工務店等支援体制の

実証の取組 

 

 

 

○ 実証方法 

○ 具体的スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 普及資料等の作成 ○ 普及資料・報告書の作成、作成部数 

○ 具体的な成果の普及方法 
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（削る。） 

 

 （別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木材製品輸出拡大実行戦略推進事業 

木材製品輸出産地育成 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 
実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

木材製品輸出産地育成に係

る経費 

（１）木材輸出産地の募集・

選定 

 

（２）選定した木材輸出産地

への支援 

 

（３）国内でのセミナー等の

開催 

 

（４）成果報告会の開催、成

果の公表及び報告書の作

成 

 

 

 

 

○ 事業者の選定方法・公募・審査・選

定・通知等 

 

○ 具体的な実施内容 

 

 

○ 開催地域、時期、回数、内容等 

 

○ 成果報告会開催場所、案内先、予定す

る内容 

○ その他普及方法 

○ 報告書作成部数、配布先 
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（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木材製品輸出拡大実行戦略推進事業 

CLT、構造用集成材等の販売力強化・輸出基盤の構築 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 
実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

CLT、構造用集成材等の販

売力強化・輸出基盤の構築

に係る経費 

（１）協議会の運営 

 

（２）海外市場におけるテ

ストマーケティング 

 

（３）成果の公表及び普

及、報告書の作成 

 

 

 

 

 

○ 協議会の構成、委員数 

○ 開催回数等 

 

○ テストマーケティングに係る具体

的な実施内容、スケジュール 

 

 

○ 具体的な成果の公表・普及方法 

○ 報告書の作成部数等 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木材製品輸出拡大実行戦略推進事業 

日本式木造建築物等技術者育成 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 
実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

日本式木造建築物等技

術者育成に係る経費 

（１）海外における木造

軸組構法技術講習会

の開催 

 

（２）国内における木造

技術研修会の開催 

 

 

 

 

○ 具体的な開催時期、開催場所、

講習会の内容 

 

○ 具体的な開催時期、開催場所、

講習会の内容 
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（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「クリーンウッド」実施支援事業 

事業者による合法性確認の取組に対する支援、普及啓発 

 

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 
実施項目 事業内容 

 

実施期間 備 考 

（１）合法性確認に関する

研修の実施 

○ 実施目的 

○ 実施体制 

（削る。） 

○ 主な内容 

○ 実施回数 

○ 具体的スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

（２）指導者養成説明会及

び講座の開催 

○ 実施目的 

○ 実施体制 

○ 主な内容 

○ 実施回数 

○ 具体的スケジュール 

 

  

（３）検討委員会の設置 ○ 実施目的 

○ 委員会の構成員 

○ 主な内容 

○ 実施回数 

○ 具体的スケジュール 

 

  

（４）関係者との意見交換

会（全国協議会）の開

催 

 

○ 実施目的 

○ 協議会の構成員 

○ 主な内容 

○ 実施回数 

○ 具体的スケジュール 

 

 

  

（５）イベント出展等の普

及啓発 

（略） 

 

  

（６）事業報告書の作成 （削る。） 

○ 主な内容 

○ 作成部数 

○ 成果の普及方法 

  

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「クリーンウッド」実施支援事業 

合法性確認の能力強化等 

事業者による合法性確認能力強化、消費者等への普及啓発 

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 
実施項目 

 

事業内容 実施期間 備 考 

（１）合法性確認のための

研修の実施 

○ 開催目的 

○ 実施体制 

○ 委員会の構成員 

○ 主な内容 

○ 実施回数 

○ 具体的スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

  

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

  

（２）関係者との意見交換

会 

 

○ 開催目的 

○ 協議会の構成員 

○ 主な内容 

○ 実施回数 

○ 具体的スケジュール 

 

 

  

（３）消費者への普及啓発 

 

（略） 

 

  

（４）事業報告書の作成 ○ 実施目的 

○ 主な内容 

○ 作成部数 

○ 成果の普及方法 
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（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

     ウッド・チェンジ拡大促進支援事業  

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 
実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

（１）優れた国産材製品や

木造建築物等の展開を

図る取組 

（略）   

  ア 優れた国産材製品

等を幅広い世代に発

信・展開する広報 

 

  イ 地域関係者連携等

による木製品の高付

加価値化につながる

取組 

○ 実施目的 

○ 具体的内容 

○ 主な発信媒体 

 

 

○ 実施目的 

○ 具体的内容 

（削る。） 

 

 

  

（２）国産材利用の意義に

関する情報発信・木育

の機会の充実を促す取

組 

 

（略）   

ア 身近な木材利用 

の普及・広報を促 

す取組 

 

イ 子供世代向け木 

材利用意義の認知 

度向上 

 

ウ 木育等学びの機 

会を充実させる活 

動の実践 

   （削る。） 

 

 

 

 

（削る。） 

 

 

 

 

  

（削る。） 

○ 実施目的 

○ 具体的内容 

○ 主な発信媒体 

 

○ 実施目的 

○ 具体的内容 

 

 

○ 実施目的 

○ 具体的内容 

 

（削る。） 

（削る。） 

 

 

 

（削る。） 

（削る。） 

（削る。） 

 

 

 

（削る。） 

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

     ウッド・チェンジ拡大促進支援事業  

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 
実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

（１）優れた国産材製品

や木造建築等の展開

を図る取組 

（略）   

  ア 優れた地域材製

品等の展開 

 

 

 

  イ 情報発信 

○ 具体的方法 

○ 具体的内容 

（新設） 

 

 

○ 発信媒体 

○ 具体的方法 

○ 主な内容 

 

 

  

（２）国産材利用の意義

等に関する情報発

信・木育等学びの機

会の充実化を促す取

組 

（略）   

ア 身近な木材利用 

の普及・広報を促 

す取組 

 

イ 木育等学びの機 

会を充実させる団 

体間連携 

 

ウ 木育等学びの機 

会を充実させる活 

動の実践 

① 教育関係者等 

による木育授業 

の提供や教育現 

場への適用を促 

す取組 

② 木育ファシリ 

テーターの育成 

に必要な専門家 

による議論のと 

りまとめ 

 

エ 木育の効果分析 

○ 具体的方法 

○ 具体的内容 

（新設） 

 

○ 連携予定の団体等 

○ 具体的方法 

 

 

（新設） 

（新設） 

 

○ 活動予定地域 

○ 具体的内容 

 

 

 

○ 実施回数 

○ 実施時期 

○ 具体的検討内容 

 

 

 

○ 調査対象 
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（削る。） 

 
 

展示の実施 ○ 具体的内容 

 
 

  

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

特用林産物の国際競争力強化・生産性向上対策事業 

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）特用林産物の需要拡大・生産性向上 

①（略） 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②・③（略） 

 

（２）特用林産物の競争力の強化 

特用林産物の輸出促進に向けた情報収集・連携強化 

（略） 

 

（削る。） 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

特用林産物の国際競争力強化・生産性向上対策事業 

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）特用林産物の需要拡大・生産性向上 

①（略） 

②おが粉の生産流通関連情報の収集・分析・提供 
実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 企画・検討委員会の開

催 

 

 

○ 委員会の構成 

○ 開催回数及び開催時期 

○ 検討項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ おが粉需給関連情報の収

集・分析・提供 

○ 具体的な実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 報告書の作成及び成果の

普及 

○ 作成部数 

○ 成果の普及方法 

  

 

③・④（略） 

 

（２）特用林産物の競争力の強化 

①特用林産物の輸出促進に向けた情報収集・連携強化 

（略） 

 

②知的財産に係る課題解決に向けた実証 
実施項目 事業内容 実施期間 備 考 

ア 侵害実態調査、簡易

DNA 鑑定技術の開発・

実証及び社会実装等知

的財産に係る課題解決

に向けた実証 

 

○ 具体的な実施内容  

 

 

 

 

 

イ 報告書の作成 ○ 作成部数   
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（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・林業担い手育成総合対策 

森林・林業担い手育成対策 

「緑の雇用」担い手確保支援事業 

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 （１）～（４）（略） 

（５）現場技能者キャリアアップ対策 

   ア （略） 

   イ 多能工化研修 

研修種別 林業経営体数 研修生数 

造林作業の技術等の習得   

伐採作業等の技術等の習得   

デジタル技術スキルアップ 

研修 

  

森林作業システム高度技能者

育成研修 

  

   ウ （略） 

 （６）～（９）（略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・林業担い手育成総合対策 

森林・林業担い手育成対策 

技能評価・外国人材受入推進対策 

 

１．（略） 

２．事業の内容及び計画 

（１）技能評価推進対策 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・林業担い手育成総合対策 

森林・林業担い手育成対策 

「緑の雇用」担い手確保支援事業 

 

１．（略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 （１）～（４）（略） 

 （５）現場技能者キャリアアップ対策 

   ア （略） 

   イ 多能工化研修 

研修種別 林業経営体数 研修生数 

造林作業の技術等の習得   
伐採作業等の技術等の習得   
デジタル技術スキルアップ 

研修 
  

（新設）   

   ウ （略） 

 （６）～（９）（略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・林業担い手育成総合対策 

森林・林業担い手育成対策 

技能評価・外国人材受入推進対策 

 

１．（略） 

２．事業の内容及び計画 

（１）技能評価推進対策 

ア 技能評価試験の実施 

実施地域又は場所 試験日数 受験生数 
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ア・イ（略） 

 

（２）外国人材受入推進対策 

ア 技能実習に係る評価試験の作成、実施 

  （略） 

イ・ウ （略） 

エ 外国人材向け安全作業動画の作成等 

事業概要 実施時期 

  

  

  

  

  
 

イ・ウ（略） 

 

（２）外国人材受入推進対策 

ア 技能実習２号・３号に係る評価試験の作成、実施 

  （略） 

イ・ウ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：「新しい林業」に向けた林業経営育成対策 

経営モデル実証事業 

 

１．事業の目的  

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 
ア 有識者委員会の開催及び実証事業者 

の公募等の実施 

 

 

イ 実証事業を行う共同体への助成 

 
 

ウ 実証事業の進捗管理、実績整理及び普及展開等の

実施 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林の集約化モデル地域実証事業 

     

１．事業の目的 

（新設） 
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２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 

（１）集約化推進事業 ○ 地域協議会の構成員（予定） 

○ 年間スケジュール（予定） 

○ 実施個所 

○ 具体的な内容 等 

（２）集約化条件整備事業 ○ 年間スケジュール（予定） 

○ 実施個所 

○ 具体的な内容 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（削る。） （別記様式第１号－２－別紙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名：森林・山村地域振興対策 

森林・山村多面的機能発揮対策交付金 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）森林・山村多面的機能発揮対策交付金 地域協議会事業実施計画書 

区 分 交付単価

(円/ha、円

/m 又は円/

活動組織) 

注１ 

対象森林面

積等（ha） 

注２ 

交付額

（円） 

交付対象組

織数 

備考 

活動推進費 112,500 円     

地域環境保

全タイプの

うち里山林

保全 

120,00 円

/ha 

    

115,00 円

/ha 

    

110,00 円

/ha 

    

地域環境保

全タイプの

うち侵入竹

除去・竹林

整備 

285,00 円

/ha 

    

265,00 円

/ha 

    

245,00 円

/ha 
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森林資源利

用タイプ 

120,00 円

/ha 

    

115,00 円

/ha 

    

110,00 円

/ha 

    

森林機能強

化タイプ 

800円/ｍ     

関係人口創

出・維持タ

イプ 

50,000 円 /

年 

    

小計      

機材及び資

材の整備 

交付率 1/2

以内 

交付率 1/3

以内 

    

合計      

間伐等（除

伐、枝打ち

を含む。）

の実施面積 

－  － － － 

当該年度に

長期にわた

り手入れを

されてなか

ったと考え

られる里山

林を整備し

た面積 

－  － － － 

注１：森林機能強化タイプは円/m、関係人口創出・維持タイプは円/活動組織での単価。 

注２：交付最低面積は 0.1ha、また、交付最低延長は 1m 

注３：活動推進費は、初年度のみ交付 

 
 

（２）森林・山村多面的機能発揮対策交付金（地域協議会運営費） 
ア 地域協議会開催 

会議開催時期 内容 開催回数 備 考 

月  回  

イ 交付・申請事務 
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活動組織数 交付額 備 考 

組織 円  

ウ 確認事務 

 ① 書類の確認 

活動組織数 備 考 

組織  

② 現地確認 

確認の時期 確認内容 活動組織数 備 考 

月  回  

エ 森林の情報提供 

実施内容 備 考 

  

オ 技能・安全研修の実施 

実施内容 実施時期 実施回数等 備 考 

 月   

カ 資機材の購入 

購入する機種 台数 備 考 

   

キ 活動組織の持続性向上のための取組 

実施内容 備 考 

  

ク その他推進事業の実施に必要な事項 

実施内容 実施時期 実施回数等 備 考 

 月   
 

  

（別記様式第１号－２－別紙） （新設） 

 

事業名：森林・山村地域活性化振興対策 

里山林活性化による多面的機能発揮対策交付金 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）活動組織への交付内容 

区分 

交付単価(円

/ha、円/m 又

は円/活動組

交付対象

森林面積

等（ha、m

交付額

（円） 

交付対象 

組織数 
備考 
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織) 

（注１） 

又は円） 

（注２） 

活 動 推 進

費 

（注３） 

38,000 円/活

動組織 
    

地 域 活 動

型 （ 森 林

資 源 活

用） 

120,000円/ha     

116,000円/ha     

112,000円/ha     

地 域 活 動

型 （ 竹 林

資 源 活

用） 

332,000円/ha     

304,000円/ha     

276,000円/ha     

複 業 実 践

型 

191,000円/ha     

176,000円/ha     

162,000円/ha     

 
安 全 衛

生装備 
定額     

機能強化 800 円/m     

関 係 人 口

創 出 ・ 維

持 

50,000 円/活

動組織 
    

小計      

資 機 材 等

整備 

交付率 1/2 以

内 
    

交付率 1/3 以

内 
    

合計      

注１ 「機能強化」は円/m、「関係人口創出・維持」は円/活動組織を単位とする。 

注２ 交付対象とする面積は 0.1ha を、延長は 1m を下限とする。 

注３ 活動推進費は年度ごとの交付とする。 

 

 

（２）地域協議会の事業実施計画 

   ア 総会・審査会の開催 

開催時期 内容 開催回数 備考 
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月  回  

イ 交付金の交付・申請 

活動組織数 交付額 備考 

組織 円  

ウ 現地確認・現地指導 

時期 内容 実施回数 備考 

月  回  

エ 事業用資機材の購入 

購入品目・機種 台数 備考 

   

オ 事業説明・活動体験の機会の提供 

実施内容 備考 

  

カ 林業労働安全衛生や施業技術等に関する研修の実施 

実施内容 実施時期 実施回数等 備考 

 月   

キ その他事業の推進のための取組 

実施内容 備考 

  

 

 

  

（削る。） （別記様式第１号－２－別紙） 
  

事業名：森林・山村地域振興対策 

森林・山村多面的機能発揮対策推進交付金  

 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 （１）地域協議会への支援及び指導等 

実施内容 実施時期 実施回数等 備 考 

 月   

 

（２）その他推進事業の実施に必要な事項 

実施内容 実施時期 実施回数等 備 考 

 月   
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（３）市町村に対する推進交付金の交付計画（実績） 

交付先 交付額（円） 備 考 

   

   

合計   

注：２の備考欄に、交付金の交付を完了した年月日を記載すること。 

 

  

（削る。） （別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・山村地域振興対策 

国民参加の植樹等の推進 

国民参加による植樹等の推進対策  

 

 

１．事業の目的 

２．事業の内容及び計画 
実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア サポート体制構築事業 

の実施 

 

○ 地域協議会等の公募・ 

選定 

○ 地域協議会等への指 

導・助言 

 

  

イ 企業・NPO等の森林づ 

くりに係るネットワーク 

の構築 

○ 企業・NPO等の森林づ

くりに係る情報発信 

○ 地域間の連携に向けた 

情報共有 

○ シンポジウム等の開催 
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（削る。） （別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・山村地域振興対策 

国民参加の植樹等の推進 

全国規模の緑化運動の促進  

 

 

１．事業の目的 

２．事業の内容及び計画 

  （１）全国植樹祭、全国育樹祭、みどりの感謝祭等の全国規模の緑化行事の開催 
実施項目 事業内容 実施期間 備考 

「全国植樹祭」等の事業

名を記載 

 

 

 

○ 開催の時期 

○ 開催の場所 

○ 具体的な内容 等 

  

 

 

（２）全国規模の緑化行事を効果的に行うための関連イベント等の実施 
実施項目 事業内容 実施期間 備考 

全国規模の緑化行事の効

果的な実施に資する、民

間企業、NPO、緑の少年団

等との連携促進・活動の

活性化に向けた取組 

 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 
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（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：花粉の少ない森林への転換促進対策 

     効果的な花粉発生源対策の実施に向けた普及及び調査 

 

１．（略） 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

（１）～（３）（略） （略）   

（削る。） （削る。） 

（削る。） 

（削る。） 

  

（４）～（６）（略） （略）   

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：花粉の少ない森林への転換促進対策 

     効果的な花粉発生源対策の実施に向けた普及及び調査 

 

１．（略） 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

（１）～（３）（略） （略）   

（４）独自性・先進性の

ある花粉発生源対策

の取組への表彰 

○ 実施の目的 

○ 開催時期 

○ 具体的な内容 等 

  

（５）～（７）（略） （略）   

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：花粉の少ない森林への転換促進対策 

     細胞増殖による苗木大量増産技術の開発 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

（１）スギの細胞増殖等

に関連する遺伝子の

基盤情報の整備・解

析 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

  

（２）細胞増殖を効率化

するための技術開発 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

  

（３）細胞増殖により生

産 され た苗 木の 順

化 ・成 長情 報の 整

備・解析 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

  

（４）報告書作成 ○ 具体的な内容 等   

 

（新設） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） ３．経費の配分及び負担区分 

 
 

（単位：円） 

区  分 事業費 交付事 負担区分 備 考 
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３．経費の配分及び負担区分 

((A)+(B

)+(C)+(

D)) 

業に要

する(要

した)経

費

((A)+(B

)) 

国庫

交付

金 

(A) 

交付

事業

者負

担 

(B) 

地方

公共

団体

負担 

(C) 

その

他 

 

(D) 

１．活動組織向

け交付金 

       

２．地域協議会

運営費 

       

       

       

３．２のうち資

機材の購入に

要する経費 

       

       

       

 交 付

率 1/2

以内 

       

 交 付

率 1/2 

 

       

合計        

  注１：森林・山村多面的機能発揮対策交付金については、この様式を使用すること。 

  注２：１の備考欄に交付金の交付を完了した年月日を記載すること。 

注３：合計は１及び２の合計を記載すること。 

注４：３は交付率 1/2及び 1/3 の合計額も記載すること。 

  注５：備考欄には、事業区分ごとに、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減

額した金額」、同税額がない場合には「該当なし」、同税額が明らかでない場合には「含税額」

とそれぞれ記入すること。 

「該当なし」の場合は、以下のうち該当するものにチェックを入れること。 

□ 免税事業者 

□ 簡易課税制度の適用を受ける者 

□ 地方公共団体の一般会計 

□ 地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法 

人、公益法人等）又は人格のない社団・財団であって、当該事業年度 

における補助金等の特定収入割合が５％超となることが確実に見込ま 

れるもの 

 
 
（新設） 
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（単位：円） 

区分 事業費 

((A)+(B

)+(C)+(

D)) 

交付事

業に要

する(要

した)経

費

((A)+(B

)) 

負担区分 備考 

国庫

交付

金 

(A) 

交付

事業

者負

担 

(B) 

地方

公共

団体

負担 

(C) 

その

他 

 

(D) 

１．活動組織向

け交付金 

       

２．地域協議会

運営費 

       

 

 

３．２のうち資

機材の購入に

要する経費 

       

 交 付

率 1/2

以内 

       

 交 付

率 1/3

以内 

       

合計        

  注１ 里山林活性化による多面的機能発揮対策交付金においては、この様式を使用すること。 

  注２ 実績報告書においては１．の備考欄に交付金の交付完了年月日を記載すること。 

  注３ 合計欄には１．と２．の合計額を記載すること。 

  注４ ３．は交付率ごとの内訳も記載すること。 

  注５ １．及び２．の備考欄には、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額

した金額」と、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税

額」と、それぞれ記入すること。 

「該当なし」の場合は、以下のうち該当するものにチェックを入れること。 

□ 免税事業者 

□ 簡易課税制度の適用を受ける者 

□ 地方公共団体の一般会計 

□ 地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法 

人、公益法人等）又は人格のない社団・財団であって、当該事業年度 

における補助金等の特定収入割合が５％超となることが確実に見込ま 

れるもの 
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附 則 

１ この通知は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の要綱に基づいて実施している事業については、なお従前の例による。 

別記様式第７号－２（第 16 第１項関係） 
 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 
（○○○○○○○○事業）実績報告書 

（略） 
１・２（略） 

３．経費の配分及び負担区分 

（略） 

注１：備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○ 

円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合に 

は「含税額」をそれぞれ記入すること。 

注２：里山林活性化による多面的機能発揮対策交付金については、別記様式第１号

－２－別紙において示す「３．経費の配分及び負担区分」の様式を使用する

こと。 
 

４．収支精算 

 （１）・（２）（略） 

注１：「区分」の欄には、別記様式第１号－２－別紙の「３．経費の配分及び負担

区分」に記載された事項について記載すること。 
 

別記様式第７号－２（第 16 第１項関係） 
 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 
（○○○○○○○○事業）実績報告書 

（略） 
１・２（略） 

３．経費の配分及び負担区分 

（略） 

注１：備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○ 

円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合に 

は「含税額」をそれぞれ記入すること 

注２：森林・山村多面的機能発揮対策交付金については、別記様式第１号－２－別

紙において示す「３．経費の配分及び負担区分」の様式を使用すること 
 
 

４．収支精算 

 （１）・（２）(略) 

（新設） 
 


